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はじめに

建設事業は，総合加工型，労働集約型として特

色づけられ，投入される建設資材・労働力は質，

量ともに膨大なものとなる。したがって，建設事

業に使用される建設資材・労働力を安定的に確保

することは，事業の円滑な実施を図るうえできわ

めて重要である。

国土交通省では，上記のことに対応すべく原単

位方式による建設資材・労働力需要量を推計し，

この結果を用いて，建設事業に必要な建設資材量

の短期予測ならびに中長期の需要予測を行い，需

給の安定化対策を推進している。

調査の概要

 原単位の種類

本調査では，請負工事費１００万円を１単位とし，

建築工事，土木工事の別に，主要な建設資材や労

働力のそれぞれについて，原単位（金額原単位）

を算出している。加えて，建築工事については，

面積当たりでも資材や労働力の原単位を把握でき

るので，延べ床面積１０m2を１単位とする原単位

（面積原単位）も併せて算出している。また，そ

れぞれの原単位について対象時期が工期全体を把

握するもの（全体原単位）と毎月別のもの（時期

別原単位）との２種類の時期について算出してい

る（表―１）。

� 対象となる原単位の種類

建設工事の現場では，多種多様な材料および品

種の建設資材を用いると同時に，数多くの職種の

労働者が携わっていることから，原単位を算出す

る種類も多くなっている。なお，原単位には，生

コンクリート，H形鋼や鉄筋工，普通作業員とい

った個別の資材や労働力についての原単位と，そ

れらを素材換算して算出するセメント，鋼材や就

業者といった合算原単位との二つがある（表―

２，図―１〈巻末参照〉）。

� 調査の経緯

原単位は，施工技術の進歩・合理化，新工法の

開発，建設資材の品質向上および二次製品化の進

表―１ 算出する原単位の種類

種類 内容・定義 備考

金 額
原単位

請負工事費１００万円当たり
の投入量

建築工事，土木工事
ともに算出

面 積
原単位

建築物の延べ床面積１０m2

当たりの投入量
建築工事のみ算出

全 体
原単位

平成１２年度に受注された工
事を対象とした原単位

金額原単位，面積原
単位ともに算出

時期別
原単位

年間原単位を着工月別・投
入月別に算出した原単位

金額原単位，面積原
単位ともに算出
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図－２　原単位調査の実施手順�
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展，あるいは施工管理面での合理化等により，ま

た，その生産性の向上や資材価格・労務費，間接

費の割合等の変動によって，経年的に変動してい

る。

そこで，本調査は，需要量推計の基礎資料とな

る主要な建設資材・労働力についての需要原単位

［建設投資１単位（工事費１００万円当たりおよび延

べ床面積１０m2当たり）に対し必要な建設資材量

・労働力量］の把握を目的として，昭和４９年度工

事を対象に１回目を実施し，以後，実態に即した

原単位の把握を行っている。

今回の調査は，平成１２年度に受注された工事を

対象として，平成１３年度に実施したものであり，

総務省の承認統計として実施している。

なお，全体原単位については平成９年度，時期

別原単位については平成３年度以来の調査であ

る。

� 調査の方法

調査方法については，図―２のとおりである。

１） 調査対象工事の抽出

調査年度に施工された工事の中から，建築工

事，土木工事の別に，工事の施工地，種類および

規模ごとにそれぞれの抽出数および抽出率を定め

て調査対象工事を抽出し，調査を実施している。

� 工事リストと抽出件数

土木工事については，抽出の基となる工事リ

ストとして，国土交通省総合政策局情報管理部

建設調査統計課が実施している建設工事受注動

態統計（うち土木分）のデータを用い，その中

から約５，０００件の工事を抽出している。一方，

建築工事の場合は，同様に同調査統計課が実施

している建築着工統計では工事を施工した事業

所を把握することができないため，別途，業界

団体の協力を得て，約２，９００の事業所を対象に

調査年度に着工した工事についての予備調査を

行い，得られた工事リストより調査対象工事を

抽出している（表―３）。

� 抽出方法

統計調査を行う際に母集団すべてを調べる悉

皆調査ではなく，その一部を抽出して全体の推

定を行うサンプル調査とする場合は，調査対象

となる標本の抽出方法が調査精度に大きな影響

を与えることとなるため，調査結果のどの部分

に重点を置くか（精度を求めるか）によって抽

出方法は異なってくることになる。

本調査の場合には，建築総合，土木総合とい

った全体の原単位についての正確な把握に加え

て，住宅・非住宅，道路や河川といった明らか

に１単位当たりの需要量が異なる工種や使途等

表―２ 原単位を算出する資材・労働力の種類

部門
金額原単位 面積原単位

資材 労働力 資材 労働力

建築工事 ５２ １２ ５３ １２

土木工事 ４５ １３ ― ―

（注） 合算原単位を含む

表―３ 調査対象工事の抽出

部門 抽出件数 抽出の基となる工事リスト 備考

建築５，０１４件 約２，９００の事業所の着工工
事リスト

予備調査によ
り作成

土木５，３１８件 建設工事受注動態統計（土
木）

国土交通省の
統計資料
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３

の原単位についての把握も必要であることか

ら，建築工事，土木工事の別に工事の施工地，

種類および規模等の各項目に配慮しつつ復元集

計を行うことにより全体像を把握できるよう

に，また各項目にできるだけ抜け落ちや偏りが

ないようにそれぞれの抽出数や抽出率を決めて

抽出した。

２） 調査票の送付・回収および審査

調査対象工事を請負った各事業所（元請け）に

対し，郵送により調査票を送付・回収している。

回収した調査票については，記入内容を審査し，

審査を通過したものを有効標本としている。審査

にあたっては，記入者に対する問い合わせ等によ

り，無効票となる標本ができるだけ少なくなるよ

う留意した。

３） 原単位の算出

得られた有効標本のデータから，以下の手順に

より，各主要建設資材および労働力のそれぞれに

ついて原単位を算出する。

� 層原単位の作成

得られた有効標本のデータから，建築工事，

土木工事のそれぞれについて，施工地，種類お

よび規模等の別ごとに層原単位を作成してい

る。

� 着工統計等による母集団の復元

作成した標本原単位の施工地，種類および規

模等の偏りをなくすため，建築工事については

着工統計，土木工事については受注動態統計に

基づき，金額原単位については請負工事費のシ

ェアにより，面積原単位については延べ床面積

シェアにより，それぞれ復元倍率を算出し，そ

れを層原単位に乗じることにより，各統計の母

集団の原単位を集計している。

� 各統計区分に対応した原単位の算出

復元した母集団の原単位を基に，建築工事，

土木工事のそれぞれについて，主要建設資材お

よび労働力の原単位を，以下により作成してい

る（表―４）。

【建築工事】

建設投資推計，建築着工統計の各区分の別に

応じ，建築物の使途，用途，構造，面積規模等

それぞれの区分ごと，およびそれらを総合した

ものについて作成している。

【土木工事】

建設投資推計，受注動態統計の各区分の別に

応じ，事業種別，金額規模等それぞれの区分ご

と，およびそれらを総合したものについて作

成。

調査結果の概要

 調査対象工事の抽出

平成１２年度に施工された工事を対象として，建

表―５ 調査対象工事件数結果一覧表

部門
抽出件数

（A）

回収数 有効標本数 平成１２年度
全体着工件数
（D）

カバー率

（C/D）％（B） （B/A）％ （C） （C/B）％

建 築 工 事 ５，０１４ ３，７６１ ７５．０ ３，２４５ ８６．３ ８２８，０６１（注）１ ０．４
土 木 工 事 ５，３１８ ４，４３３ ８３．４ ３，７６４ ８４．９ ３４３，９４３（注）２ １．１

（注）１． 建築着工統計（建築部門）における着工棟数
２． 建設工事受注動態統計において，公共では住宅・非住宅以外，民間では建築以外の受注件数

表―４ 原単位の算出区分一覧表

建設投資推計区分 統計区分

建築工事 �住宅・非住宅別
�政府・民間別
�地域別

着
工
統
計

�使途別
�用途別
�構造別
�面積規模別
�金額別
�地域別

土木工事 �政府・民間別
�地域別

受
注
動
態

統
計

�事業種別
�公共・民間別
�金額別
�地域別
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築工事については，事前に行った予備調査より

５，０１４件を，また，土木工事については，建設工

事受注動態統計から５，３１８件をそれぞれ抽出し

た。

� 有効標本件数

抽出した調査対象工事のうち，未回収記入漏れ

等により無効となった工事を除く有効標本件数

は，建築工事３，２４５件，土木工事３，７６４件で，全体

の着工件数に対するカバー率は，それぞれ０．４

％，１．１％となった。

� 原単位算出結果

得られた有効データを基に，各資材および労働

力の原単位を算出した。

１） 全体原単位

建設投資推計区分および，建築着工統計区分

（構造別）に対する原単位の算出結果は，以下の

とおりとなった。

i） 建設投資推計区分に対応する金額原単位

� セメント

土木が建築を上回っている。これは，治山・

治水，道路，鉄道・軌道等コンクリート構造物

の多い工種の原単位が大きいことによる。

� 生コンクリート

土木が建築を上回っている。特に政府土木で

は，治山・治水，道路，鉄道・軌道，災害復旧

等，現場での生コンクリート打設を必要とする

表―６ 建設投資推計区分に対応する金額原単位（全国）

（請負工事費１００万円当たり）

資材・職種名 単位
建築 土木

住宅 非住宅 政府 民間

セ メ ン ト t ０．９４ ０．８６ １．０８ １．３６ １．４６ ０．９９
生コンクリート m3 ２．５７ ２．３７ ２．９１ ３．１１ ３．３５ ２．１４
骨 材 ・ 石 材 m3 ３．９６ ３．５５ ４．６７ １４．３４ １５．５５ ９．４５
木 材 m3 ０．５０ ０．７２ ０．１３ ― ― ―
鋼 材 t ０．５３ ０．３８ ０．７８ ０．４２ ０．４３ ０．３８
瀝 青 材 t ０．０１ ０．０１ ０．０２ ０．１０ ０．１２ ０．０５
就 業 者 人・日 １１．４６ １２．７５ ９．２４ １０．０１ ９．６２ １１．５６

（注）１． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。
（例：生コンクリートに含まれるセメント，骨材）

２． 就業者については，全職種の合計。

表―７ 建築着工統計区分（構造別）に対応する面積原単位（全国）

（建築延べ面積１０m2当たり）

資材・職種名 単位

建築

木造
（W）

鉄骨鉄筋
コンクリート造
（SRC）

鉄筋
コンクリート造
（RC）

鉄骨造
（S）

セ メ ン ト t １．５５ ０．７８ ２．８５ ２．９４ １．３７
生コンクリート m3 ４．２１ １．９２ ８．４８ ８．６３ ３．４６
骨 材 ・ 石 材 m3 ６．５１ ３．６３ １０．８５ １１．５７ ５．９９
木 材 m3 ０．８４ ２．００ ０．２１ ０．２８ ０．１０
鋼 材 t ０．８６ ０．１１ １．６０ １．１０ １．３４
就 業 者 人・日 １８．９７ ２１．４３ １９．２６ ２２．５５ １４．６４

（注）１． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。
２． 就業者については，全職種の合計。
３． 補強コンクリートブロック造（CB）およびその他造（O）のウェイトは，０．１～０．３％と少ないため，表から
除外している。
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工種で，需要が大きい。また，建築でも，非住

宅での使用量は高い。

� 骨材・石材

土木が建築を大きく上回っている。これは，

特に港湾・空港，土地造成等，公共土木工事で

の原単位が大きいことによる。

	 木 材

木材は，その多くが木造住宅の構造材として

使用されているため，住宅建築で特に大きくな

っている。


 鋼 材

建築が土木を上回っている。これは，鋼構造

のシェアが高い非住宅建築で原単位が大きいこ

とによる。

� 瀝青材

土木が建築の約１０倍程度となっている。これ

は，道路，維持補修等，公共土木工事での原単

位が大きいことによる。

� 就業者

建築が土木を上回っている。これは，建築の

住宅が他に比べ内部造作が複雑であることによ

る。

ii） 建築着工統計区分（構造別）に対応する面

積原単位

� セメント・生コンクリートおよび骨材・石

材

生コンクリートの使用割合が高い鉄骨鉄筋コ

ンクリート造および鉄筋コンクリート造で原単

位が大きく逆に生コンクリートをほとんど使用

しない木造で原単位が小さい。

� 木 材

木造の原単位が大きい。また非木造の構造別

内訳では，鉄骨造の原単位が鉄骨鉄筋コンクリ

ート造や鉄筋コンクリート造より小さいが，こ

れは，鉄骨造で型枠用合板の使用量が少ないこ

とや住宅比率が低く木製の内装材の使用が少な

いためと考えられる。

� 鋼 材

鉄骨鉄筋コンクリート造および鉄骨造で原単

位が大きく，木造で小さい。

	 就業者

構造の違いよりむしろ，内部造作の多い住

宅，逆に少ない工場および倉庫という使途の違

いが影響しているものと考えられる。

２） 時期別原単位

建築着工統計区分（金額別，面積別）・受注動

態統計区分（公共土木，民間土木）別に対する原

単位の算出結果は，別表のとおりとなった（表―

８，９〈巻末参照〉）。

� 過去の調査結果との比較

前回（平成９年度）と今回（平成１２年度）の調

査結果について，原単位を比較した。このうち，

建築総合の金額原単位（実質）と面積原単位およ

び土木総合の金額原単位についての結果は以下の

とおりである。

� 建築総合金額原単位（実質，建築着工統計

区分）

木材以外の原単位については，平成９年度よ

表―１０ 金額原単位（実質）（建築，全国） （請負工事費１００万円当たり）

資材・職種名 単位 平成９年度 平成１２年度

セ メ ン ト t １．０１ ０．９４
生コンクリート m3 ２．７２ ２．５５
骨 材 ・ 石 材 m3 ３．９６ ３．９２
木 材 m3 ０．４９ ０．５２
鋼 材 t ０．５５ ０．５１
就 業 者 人・日 １２．２７ １１．６１

（注）１． 建設工事費デフレーターの「建築」の値による，平成１２年度価格。
２． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。
３． 就業者については，全職種の合計
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り減少した。これは，建築工事費のうち設備工

事費のウエイトが増加し建築主体工事に費やさ

れる金額が相対的に減少しているためである。

また，木材については，原単位の大きい木造の

シェアが増加していることによるものである。

� 建築総合面積原単位（建築着工統計区分）

面積原単位は建物の使途や構造等により決定

し，今回の調査ではそれらの変化がない中で，

セメント，生コンクリート，鋼材が減少した。

それは，主に木造のシェアが増加した分，鋼構

造のシェアが減少したことによるためである。

� 土木総合金額原単位 （建設投資推計区分）

セメント，生コンクリート，鋼材で需要量が

増加に転じた。セメントについては，加工品と

しての需要よりむしろ，単体での需要が多く見

られた。また，生コンクリートについては，民

間工事で増加したため全体で増加となった。鋼

材については，取引価格の下落が原単位増加の

一因となったものと思われる。一方，その他の

資材労働力は減少した。特に瀝青材は，排水性

舗装の推進等，工事の高付加価値化により，原

単位が減少したものと考えられる。

おわりに

以上，平成１２年度原単位の調査概要と調査結果

について紹介しました。建設資材の需給の安定等

のためにご活用いただければ幸いです。

最後になりましたが，本調査の実施に当たって

は，建設業界ならびに関係資材業界の多大なご協

力を得ております。ここに改めてお礼申し上げま

す。

なお，本調査結果については，国土交通省のホ

ームページ（統計情報のページ）に掲載していま

すのでご参照ください（http : //www.mlit.go.

jp）。

表―１２ 金額原単位（実質）（土木，全国） （請負工事費１００万円当たり）

資材・職種名 単位 平成９年度 平成１２年度

セ メ ン ト t １．１７ １．３６
生コンクリート m3 ２．９６ ３．１１
骨 材 ・ 石 材 m3 １５．３２ １４．３４
鋼 材 t ０．３６ ０．４２
瀝 青 材 t ０．１４ ０．１０
就 業 者 人・日 １０．８７ １０．０１

（注）１． 建設工事費デフレーターの「土木総合」の値による，平成１２年度価格。
２． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。
３． 就業者については，全職種の合計

表―１１ 面積原単位（建築，全国） （延べ面積１０m2当たり）

資材・職種名 単位 平成９年度 平成１２年度

セ メ ン ト t １．６３ １．５５
生コンクリート m3 ４．３４ ４．２１
骨 材 ・ 石 材 m3 ６．４２ ６．５１
木 材 m3 ０．８３ ０．８４
鋼 材 t ０．９０ ０．８６
就 業 者 人・日 ２０．５１ １８．９７

（注）１． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。
２． 就業者については，全職種の合計
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日本道路公団における予定価格の�
事前公表の試行について�

�JH日本道路公団企画部技術管理課�

１

２

３

はじめに

公共工事の入札・契約については，「公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」を

はじめ，これまでもその適正化に努めてきている

ところであるが，平成１４年２月に国土交通省にお

いて「公共工事の入札契約の適正化徹底のための

方策検討委員会」が設置され，より一層の適正化

に向けた方策が検討されることになった。

その検討委員会で入札契約制度の運用改善策の

一つとして予定価格の事前公表の検討が提言さ

れ，国土交通省から，JH（日本道路公団）を含

む特殊法人１１機関に予定価格の事前公表に関する

試行の協力要請があったものである。

試行の対象工事について

� 試行対象工事の件数について

国土交通省から，試行対象工事は，平成１４年度

の発注予定工事全体の合計数（小規模工事を除

く）の約１割を目標とするとの要請を受け，JH

では，小規模工事を予定価格が１億円未満の工事

として設定し，小規模工事を除いた全体工事件数

約９００件の１割である９０件程度を試行対象工事と

することとした。

� 試行対象工事の選定について

今回の試行対象工事は，入札方式や工事種別の

発注予定件数を勘案し，第２四半期以降に発注す

る工事を対象に選定していくこととしている。

この９０件程度のうち，入札方式については，一

般競争入札および公募型指名競争入札で３割，通

常指名で７割程度を予定している。また，工事種

別についても，小規模工事を除いた発注件数を勘

案した上で，土木工事，舗装工事，橋梁上部工工

事，施設関係工事等，JHの工事種別全体で試行

に取り組む予定である。

試行対象工事の契約手続きにつ
いて

� 試行対象工事について

発注する工事が，試行対象工事である場合は，

一般競争入札方式は入札公告に，公募型指名競争

入札方式は発注予告に，指名競争入札方式は指名

通知書に，「本工事は，予定価格の事前公表の試

行対象工事である」旨を記載することにしてお

り，併せて予定価格の公表時期および方法につい

ても記載することにしている。

� 予定価格の事前公表について

予定価格の事前公表の時期は，入札執行日の前

日から起算して１０日前（休日を含む）としてお

り，公表の方法は，競争参加資格を有する者や指

名通知をした者に予定価格通知書により通知する

とともに，各支社等においても閲覧することとし
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予定価格事前公表の試行工事の流れ�

発注予告��
・予定価格事前公表の試行対象工事
である旨を記載�
・予定価格の公表時期・方法を記載�

競争参加資格確認結果通知書��
・予定価格事前公表の試行対象工事
である旨を記載�
・予定価格の公表時期・方法を記載�
※下記留意事項を記載�

指名通知書��
・予定価格事前公表の試行対象工事
である旨を記載�
・予定価格の公表時期・方法を記載�
※下記留意事項を記載�

指名通知書��
・予定価格事前公表の試行対象工事
である旨を記載�
・予定価格の公表時期・方法を記載�
※下記留意事項を記載�

一般競争入札方式� 公募型指名競争入札方式� 指名競争入札方式�

・単価表または工事費内訳書の指示�

※留意事項�

予定価格の通知（予定価格通知書）�
・予定価格の通知�
※下記留意事項を記載�

10日前�
（休日含む）�

・予定価格を超える入札は無効�
・入札回数は１回�
・単価表または工事費内訳書の提示を求め，提示
がない者は無効�
・入札の辞退は自由�

入札公告��
・予定価格事前公表の試行対象工事
である旨を記載�
・予定価格の公表時期・方法を記載�

�

入　　　　　　　札�

４

ている。

� 入札辞退の自由について

入札辞退の自由については，従前から，「入札

者に対する指示書」において明記しており，今回

の試行対象工事においては，予定価格を通知する

際に再度その旨を記載する等，重ねてその周知を

図ることとしている。

� 入札の取扱いについて

試行対象工事では，予定価格を超えた入札は無

効とし，また，入札の執行回数も１回のみとする

ことにしている。

� 単価表または工事費内訳書の提示

予定価格の事前公表を行うと，見積り努力を損

なわせる懸念があることから，入札時において，

入札書の他に単価表または工事費内訳書の提示を

求めることにし，提示がなかった場合はその者の

入札を無効にすることにしている。

� 現場説明会の廃止

試行対象工事は，原則として現場説明会を行わ

ないものとする。

おわりに

予定価格の事前公表は，予定価格が目安とな

り，競争が制限されることから，落札価格の高止

まり，見積り努力を損なわせる，談合がより一層

容易になる等の懸念が指摘されている。

今回の試行は，平成１４年度の１年間を対象と

し，その結果については，国土交通省に報告した

上で，その後の取扱いについて検討していくこと

になる。
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